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排出権取引とは １

 排出できる汚染物質の総量を行政当局が直接
設定し、汚染源に汚染物質を排出する権利を市
場で売り買いさせる排出権取引が利用されるよ
うになってきている。

 排出権取引を利用しても、行政当局は環境税を
用いた場合と同様に汚染物質を効率的に削減
できる。

 以下、そのメカニズムを調べよう
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排出権取引とは ２

排出権

お金

環境対策の
進んだ工場

環境対策の
遅れた工場
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排出権取引制度

1. 総排出量の決定

2. 初期排出量の割当

3. 排出権取引市場の設置

4. 排出権の取引



2

2016/9/27 環境経済学１ 松本茂 5

１．総排出量の決定
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Cap & Trade 方式
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総排出量＝80

総排出量
Capの設定

2016/9/27 環境経済学１ 松本茂 7

Business as Usual Scenario

排
出
量

年度

ベースライン：
環境対策が実効
されない場合

環境対策が実効
された場合

基準年 対象年

排出権
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２．初期排出量の割当
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排出量の割当

 Grandfathering
 過去の実績に応じて初期排出量を割り当てる方式。

 汚染物質を多く排出してきた大口の事業者は排出権取引が導
入されると費用負担が大きくなるので、制度の導入に反対する。

 Grandfatheringのもとでは、排出権を販売することができる様
になるので、大口事業者から制度の導入に賛同を得やすい。

 しかし、大口の事業者が環境対策に励まなくなるので望ましく
ないとの指摘もある。

 Auction
 もっとも高い価格を提示した事業者に排出権を割り当てる方式。

 経済学的には望ましい制度であるが、全ての排出権をAuction
で割り当てるのは難しい。
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３．排出権取引市場の設置
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排出権取引市場の設置

 排出権を売買する市場を設置する必要がある。

 排出権を売買する事業者は指定された場所に
口座を開く必要がある。

 誰から誰にどれだけの排出権がいつ移動したか
を知らせるために、排出権にシリアル番号など
が付与される。
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４．排出権の取引
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排出権の取引

 排出権取引が導入されると、企業には2つの選
択肢が用意されることとなる。

1. 排出権を購入して汚染物質を排出する。

2. 環境対策を実施し汚染物質を削減する。

 汚染物質の削減費用は排出量に応じて異なる
が、企業は汚染物質を1単位排出するために

購入しなければならない排出権の価格と汚染
物質を1単位削減するために必要となる限界削
減費用が一致する水準に排出量を調整する。
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排出権取引

e1 e2

MC1 MC2

e1A e2A

p*

e1* e2*

p* ＝ MC1（e1*）＝ MC2 (e2*)

企業１ 企業２

総排出量の設定 E*

初期割当 E* ＝ e1
A ＋ e2A

均衡状態 E＊ ＝ e1
＊ ＋ e2＊
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排出権取引制度の均衡条件

 排出権市場のもとでは、2企業の限界削減費用
は一致する。

 MC1＝ MC2 ＝ p*
 排出源がn個ある場合でも、全ての排出源の限
界削減費用が同じになる。

 MC1＝ MC2 ＝ - - - ＝ MCn ＝p*
 どの排出源も汚染物質を1単位削減するために
同じ費用を負担することとなる。
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排出権の購入費用
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サンプル問題

 市場に2つの企業が存在し、企業１の汚染物質
の限界削減費用がMC1 = 250－5e1、企業２の
汚染物質の限界削減費用がMC2 = 150－2e2
で与えられるとしよう。ここで、MCの単位は万円、
eの単位はトンである。以下の問いに答えよ。な
お、議論の単純化のため、２つの企業は戦略的
な行動はとらず、競争的に行動すると仮定する
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問１

 排出権市場を創設し排出総量を55トンに設定し
た場合、各企業はそれぞれどれだけの汚染物質
を排出することとなるか。また、1トンあたりの排
出権価格は幾らになるか。
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問1の解き方

1. 排出量条件
 E* = e1* + e2* = 55

2. 均衡条件
 p* = MC1* = MC2 *

 250－5e1* = 150－2e2*

 この連立方程式を解いて

 e1* ＝ 30トン
 e2* ＝ 25トン

 この排出量を均衡条件に代入して

 p* = 100万円
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問２

 上記の排出権市場の導入前、企業１も企業2も
40トンの汚染物質を排出していたとする。排出

権取引市場の導入によって各企業は汚染防止
対策にどれだけの資金を支出することになるか。
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問２の解き方１

 排出権価格が1トン当たり100万円なので、

 企業１は30トン×100万円/トン＝3,000万円

 企業2は25トン×100万円/トン＝2,500万円

のお金を排出権取得に使う。
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問２の解き方２

 各企業の追加的な汚染防止対策費用は、太枠
で囲まれる台形の面積となる。

 従って、企業1は750万円、企業2は1,275万円と
なる。

MC１＝250－5e1

企業1

e1

万円

100

4030 e２4025

100

企業2

MC2＝150－2e1
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排出権取引制度の種類
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Ambient Permit System
 各排出源の汚染物質の排出量を直接問題にす
るのではなく，各排出源から特定地域へどの程
度環境被害がもたらされているかを問題にする。

 観測地点への環境被害の程度が大きい排出源
は、その観測地点への環境被害の程度が小さ
い排出源から，排出権を購入することとなる。

 良い点： 社会的費用の最小化が可能

 悪い点： 観測地点毎の排出権の準備が必要

ホット・スポットの発生可能性
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Emission Permit System
 行政当局が，対象区域を幾つかのゾーンに分け，
ゾーン内にある排出源が汚染物質をどれだけ排
出しているかを問題とする。

 汚染物質の排出権が不足する排出源は，同じ
ゾーンにある別の排出源から排出権を購入する
こととなる。

 良い点： ゾーン内の排出権の準備だけですむ

 悪い点： 社会的費用の最小化が出来ない

ゾーン内の費用最小化も出来ない
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排出権取引制度の事例
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１．米国の酸性雨アロウアンス取引
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排出権取引が導入された背景

 米国の北東部の酸性雨問題
 州による取り組みの限界

 排出源 中西部の州

 被害地域 北東部の州

 Clean Air Act
 2001年までに、1980年の排出量から、年間

SO２ 1000トン，NOｘ 200トン を削減

 酸性雨アロウアンス取引
 SO２削減 Cap and Trade方式
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酸性雨アロウアンス取引の概要１

 対象地域
 アラスカ・ハワイを除く全域

 SO２の総排出量
 EPAが決定

 アロウアンス（Allowance)
 SO２ １トンを排出する権利

 取引参加者
 発電所

 ブローカー
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酸性雨アロウアンス取引の概要２

 排出権の分配
 Grandfathering + EPA Auction

 バンキング
 未利用権利の来期への留保

 罰則金
 SO２ １トンあたり2000ドル

 アロウアンス追跡システム
 ATSアカウント

 シリアルナンバー
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酸性雨アロウアンス取引の評価

 評価

 取引量の推移（図参照）

 価格の推移（図参照）

 プログラムの導入は概ね成功であったとの評価が一
般的

 成功要因

 モニタリングが容易であった。

 排出源の数が少なかった。


